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計年(月)報はトレンドを知るのに適しており、工業統計表は産業の形を知るために利用するのが 

適している」と紹介することがある。それぞれの調査の目的が、工業統計調査が「工業の実態を 

明らかにする」、生産動態統計が「鉱工業の動態を明らかにする」ことであるからである。 

 ここではもう少し詳しく両方の統計について述べておきたい。 

生産動態統計調査は、毎月実施されており、「機械統計月報」として毎月発表されている。鉱工

業の毎月の生産高、出荷高、在庫高等を明らかにし、鉱工業に関する施策の基礎資料を得ること

を目的として経済産業省が作成している。速報ベースで業種別の動態を調べることができる。こ

の結果は機械統計月報として毎月発表され、機械統計年報にまとめられる。調査対象は経済産業

省生産動態統計調査規則により範囲が決められており、平成 23 年現在、約 2 万の事業所が対象に

なっている。生産動態調査はある品目についての生産・出荷数量・金額を調べるという単品主義

をとっている。 

工業統計表は工業統計調査をもとに作成されたもので製造業に属する事業所を対象としている。 

対象となる事業所は、は日本標準産業分類に掲げる「大分類 E-製造業」に属する事業所（国に属

する事業所及び従業者 3 人以下の事業所を除く）で、平成 21 年度調査では 235,817 事業所であ

った。 

ただし工場における出荷額のうち製造業に属する出荷が 51％を超えていなければ製造業とみ

なさず、調査対象としない。平成 21 年度の調査結果は品目編、産業編、市区町村編、用地・用水

編、工業地区編、企業統計編、産業細分類別統計表に分かれている。 

以下に各編の概要を記す。 

① 品目編  全事業所についてそれぞれの事業所の製造品及び加工品を品目別 

に集計したもの。品目別の出荷額・出荷量、産出事業所数を調べることが 

できる。 

② 産業編  全事業所について日本標準産業分類に基づきその主たる製造活動によって 

産業格付けしている。産業別事業所数、従業者数、現金給与総額、原材料使

用額、製造品出荷額、付加価値額、在庫額、有形固定資産額、リース契約に

よる契約額及び支払額を掲載。 

③ 市区町村編  従業者 4 人以上の事業所について主要な調査項目を市区町村別に集計。 

都道府県、市区町村別の事業所数、従業者数、現金給与総額、原材料 

使用額、製品出荷額等を調査。 

④ 用地・用水編 工業用地、工業用水に関する調査項目を集計したもの。工業用地、工 

 業水の使用状況などを調べることができる。 

⑤ 工業地区編  従業者 4 人以上の事業所について、主要な調査項目を都道府県別、工業 

       地区別に集計。事業所数、従業者数、製造品出荷額等、現金給与総額、 

       有形固定資産年末現在高（従業者 30 人以上）及び付加価値額（従業者 29 

人以下は粗付加価値額）などを調べることができる。 
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⑥ 企業統計編  企業統計編は、従業者 4 人以上の事業所について、事業所単位の調査結 

果を企業単位に組み替えて集計したもの。産業分類別、経営組織別、資本 

金階層別、従業者規模別の企業数、従業者数、粗付加価値額、投資総額な 

どを調べることができる。 

⑦ 産業細分類別編（経済産業局別・都道府県別表）  従業者 4 人以上の事業所につい 

て経済産業局別、都道府県別に作成したもの。事業所数、従業者数、現金 

給与総額、原材料使用額等、製造品出荷額等、生産額、付加価値額及び

有形固定資産投資総額などを調べることができる。 

 

工業統計調査と生産動態調査には、両方とも製造業が対象となっているとはいえ、悉皆調査と 

動態調査という大きな違いがあり、さらに異なる点としては工業統計調査は事業所の製造品の出 

荷を分類ごとに調査しまとめているのに対し、生産動態統計は前述したように品目ごと、生産、 

出荷数量、金額を調べていることである。つまり工業統計調査は、事業所を主体とした調査であ 

り、生産動態統計調査は品目を主体とした調査であるといえる。 

 

3．作成した自動車産業の国内集積図に対する違和感 
自動車産業の国内集積図を作成するにあたり、工業地区編を利用した。工業地区編では経済産

業省が実施した工場適地調査の対象地区を基に指定した主要地区に対し、4 桁までの産業細分類

で産業ごとに集計をしている。この統計を使用し、自動車部品製造業の事業所数と製造品出荷 

額を各県ごとにまとめ、さらに地域ごとにまとめて作図したものが図表１である。 

しかしこの図に対して、違和感を覚えるとともに疑問点があるという指摘があった。 

まず東北の出荷額、事業所数に比べ、自動車の生産拠点として中部、関東、中国に次ぐとされ

る九州のボリュームがあまりにも小さいのではないかということである。 

また九州経済産業局のまとめた「平成 20 年度九州の自動車産業等に関する市場動向調査報告

書」において報告されている「九州自動車部品出荷額推移のグラフ」をみると、九州における自

動車部品主科学は 2006 年時点で 9,142 億円に達しているのに、この集積図の製品出荷額では

5,644 億円と激減しているのは少しおかしいのではないかという指摘もあった。 

 当該の「九州における自動車部品出荷額推移産業」のグラフは工業統計表が出典ということで、

同報告書を詳しく読み込むとともに工業統計表についても過去に遡ったり産業編や品目編、企業

統計編なども調べてみたが、同報告書に掲載されている自動車部品・付属品製造業の数値が見つ

からない。同時期の工業地区編の合計の数値とも違っているのである。 
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図表 1 『工業統計表』にみる国内自動車産業集積図（2009 年度） 

 

出所：経済産業省『工業統計表 工業地区編』2009 年度より筆者作成。 

 

 そこで九州経済産業局に問い合わせてみた。すると「工業統計表の細分類表の経済産業局編を

使用した」という返事をいただいた。細分類表についてはこれまで利用したことがなかったこと

もあり、まったく想定していなかった。そこで工業統計表の細分類表を調べてみると、⑥にある

とおり都道府県別、経済産業局別に産業分類の４桁の細目まで集計されている。国内集積図の九

州に関する違和感や疑問点について、工業統計調査の特徴がかかわっていることがわかった。 

 

4．工業統計調査における x＝秘匿 
 この特徴は地域ごとにまとめたときに顕著になる。それは工業統計調査において数値の「秘匿」

があるからである。 

 自動車産業を例にとってみる。工業統計調査の分類項目は日本標準産業分類に準拠しているが、

同分類では、自動車産業関連の項目は、4 桁の細分類では自動車製造業（二輪自動車を含む）、自

動車車体・附随車製造業、自動車部分品・附属品製造業とされている。産業集積図の作成にあた

り、自動車部分品・附属品製造業のみで作成したのは自動車・部品・付属品産業については全県

にわたり、調査対象となる事業所が存在しているが他の２項目は、事業所が存在しない県がある
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からである。 

ただし事業所が存在していても、１または２しか事業所がない場合は製造品出荷額など金額が

かかわる数値については、数値ではなく「x」と記載される。そのまま掲げると個々の申告者の秘

密が漏れる恐れがあるため秘匿した箇所であり、3 以上の事業所に関する数値であっても 1 また

は 2 の事業所の数値が前後の関係から判明する箇所も秘匿とされる。このため、図表２を参照し

てもらいたいが、自動車産業の場合、組み立て等を行う自動車製造業(二輪自動車を含む)に該当す

る事業所は、大手であり数も限られているため、県によっては事業所が存在しても、その出荷額

は秘匿となってしまい、集計されない。 
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したがって、自動車製造業（二輪自動車を含む）、自動車車体・附随車製造業、自動車部分品・

附属品製造業の 3 つの細目を集計した集積図を作成すると、図表４のようになる。ちなみに図表

１は工業地区編をもとに作成した自動車部分品の集積図であるため、図表３として細分類目編を

もとに集積図を作成した。（結果としては図表１と図表３についてはそれほど大きな差異はなかっ

た）。図表４では関東地区では東京、千葉の自動車製造業の数値が秘匿となっており、加算されず、

中部地区では製造品出荷額に大きな割合を占めると考えられる愛知や静岡の自動車製造業の事業

所の数値が加算されるため、中部地区の出荷額が突出することになる。東北や九州については、

県別の出荷額は自動車製造業の数値が秘匿になり、加算されていない。そのため、自動車製造業

の事業所が福岡、熊本に 2 社、大分に 1 社存在する九州の場合、これらがすべて秘匿となるため、

九州地区の自動車製造業（二輪自動車を含む）、自動車車体・附随車製造業、自動車部分品・附属

品製造業の出荷額の合計は 6,333 億円となり、自動車部品だけの集計と大差がないという結果に

なる。 

  

図表 3 国内自動車産業集積図（2009 年度）－自動車部分品・付属品製造業 

 

 

出所：経済産業省『工業統計表 産業細分類目編』2009 年度より筆者作成。 
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図表 4 自動車産業の国内集積図 

－自動車製造業、自動車車体・附属車製造業、自動車部分品・附属品製造業－ 

 

出所：経済産業省『工業統計表 産業細分類目編』2009 年度より筆者作成。 

 

以上は産業細分類表の都道府県別産業分類別統計表により、集積図を作成した場合に起きる問

題である。 

しかし地域によっては、秘匿が解除される場合がある。それが産業細分類表における経済産業

局別産業分類別統計表であり、九州がまさにそのケースである。 

経済産業局別の場合、局内の都道府県秘匿と対象となるすべての額が集計される。2009 年度(平

成 21 年度)でいえば、自動車部品・付属品製造業については都道府県別の数値を合計した九州の

出荷額は 6,425 億 260 万円、経済産業局別の出荷額は 6,341 億 846 円と 100 億円近く差がある。

これが自動車産業の細目３分類を合計したものになると、都道府県別だと 6,333 億 9,651 万円だ

が、九州経済産業局の数値を集計すると 2 兆 8,029 億 3,229 万円と大きな違いがでる。これは福

岡、熊本大分の３県で秘匿となっている自動車製造業における出荷額の数値が大きく影響してい

ることが推測できる。 

 工業統計表の細分類表の経済産業局ごとの統計を利用すれば地域内の事業所数を足したものに

なるので、秘匿の対象となる数より大きくなり、数値が掲載される。工業統計表細分類表の経済
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